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1.  平成23年4月期第2四半期の業績（平成22年5月1日～平成22年10月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年4月期第2四半期 3,129 △9.4 △98 ― △99 ― △146 ―
22年4月期第2四半期 3,452 △13.8 △56 ― △54 ― △59 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年4月期第2四半期 △4,710.83 ―
22年4月期第2四半期 △1,923.79 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年4月期第2四半期 1,769 761 43.0 24,560.77
22年4月期 2,146 907 42.3 29,271.59

（参考） 自己資本   23年4月期第2四半期  761百万円 22年4月期  907百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年4月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年4月期 ― 0.00
23年4月期 

（予想）
― 0.00 0.00

3.  平成23年4月期の業績予想（平成22年5月1日～平成23年4月30日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,614 △4.8 12 ― 1 ― △56 ― △1,829.37



(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等
の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

  
（注） 当社は、平成22年11月５日開催の当社取締役会において、株式会社 光通信（東証第一部・コード：9435、 本社：東京都豊島区、代表取締役社
長 玉村 剛史）との間で、資本・業務提携を行うことを決議し、平成22年11月22日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が3,090
株、資本金が40,228千円、資本準備金が40,225千円増加し、 それぞれ発行済株式総数34,090株、資本金634,728千円、資本準備金304,925千円とな
っております。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】６ページ「その他」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年4月期2Q 31,000株 22年4月期  31,000株
② 期末自己株式数 23年4月期2Q  ―株 22年4月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年4月期2Q 31,000株 22年4月期2Q 31,000株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であります。 
なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
 業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料） ５ページ「業績予想に関する定性
的情報」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期累計期間（平成22年５月１日から平成22年10月31日）におけるわが国経済は、アジア諸国を中心

とする新興国経済の拡大や、政府による緊急経済対策の効果に支えられ、企業収益や個人消費に改善の兆しが見

られたものの、一方で、米国を始めとする海外景気の先行き不安に伴う円高の急激な進行やデフレ状況と共に、

厳しい雇用情勢が続く等、景気の先行きは依然として不透明で、予断を許さない状況が続いております。 

当社の属する通信業界におきましては、主力である移動体通信関連事業において、当第２四半期累計期間末に

おける携帯電話・ＰＨＳ等の移動体通信サービスへの累計加入契約件数は累計で、119,637千件となり、当第２

四半期累計期間の新規加入から解約を差し引いた純増数は2,885千件と、前年同四半期に比べ 997千件（52.8％

増）の増加となり、市場の成熟化はますます進展してまいりました。（注1） 

当社の主力事業である移動体通信関連事業におきましては、スマートフォンやデータ通信カード等に代表され

るモバイル・ブロードバンド端末機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入発表等により、消費者

の購買意欲は喚起されたものの、これら端末機器の供給量は、販売店における消費者の需要量に満たない状況で

あり、比較的供給量の安定した従来タイプの端末機器の販売は、第１四半期累計期間に引き続き機能面やデザイ

ン面で目新しさが無く、また、今秋以降に発売が予定されるスマートフォンを含めた秋冬モデル等への期待感か

ら既存モデルに対する消費者の買い控え等が顕著となり、割賦販売制度に伴う端末価格の高騰と買換サイクルの

長期化等も相俟って、移動体通信関連事業全体は厳しい状況で推移いたしました。 

また、固定通信関連事業におきましては、主力商品である「ＡＤＳＬ付き電話加入権」のセット販売が、光フ

ァイバーサービス網の社会への普及と共に減少し、光ファイバーサービスへの加入取次ぎ等においても、低調に

推移する結果となりました。 

一方、その他事業のうち、中古携帯電話機「エコたん」（注2）の販売を始めとするリユース事業におきまし

ては、昨今の移動体通信端末機器の高騰と環境や資源リサイクルを始めとした「エコロジー」機運の高まりと共

に、各メディアによる報道も奏功したことから、フランチャイズ加盟店の募集も比較的順調に推移した結果、販

売台数および売上高共に増加する結果となりました。 

これらの結果、当第２四半期累計期間における経営成績は、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとした

リユース事業におきましては、順調に販売数量、並びに売上高共に増加が見られたものの、主力事業である移動

体通信関連事業および固定通信関連事業での売上高の低下により、3,129百万円と前年同四半期の売上高 3,452

百万円に比べ 322百万円、9.4％の減少となりました。 

営業損益につきましては、不採算の首都圏２店舗および関西圏１店舗の合計３店舗の情報通信ショップを閉店

し、コストの削減に努めつつ、中古携帯電話機「エコたん」の取扱いに注力してまいりましたが、引き続き低迷

を続ける移動体通信関連事業での売上高減少を補うことができず営業損失 98百万円（前年同四半期は56百万円

の営業損失）となりました。 

また、経常損益につきましては、営業外収益において営業支援金収入等が5百万円あったものの、支払利息等

の営業外費用 6百万円を差引いた結果、経常損失 99百万円（前年同四半期は54百万円の経常損失）となりまし

た。 

なお、四半期純損益におきましては、前事業年度末に店舗の閉鎖を前提とした原状回復に係る費用および同店

舗の賃借契約期間内の未経過地代家賃を特別損失として計上しておりましたが、原状回復費用の低減と、早期に

新しい借主が決定したことに伴う未経過地代家賃の戻り入れにより、特別利益 4百万円を計上したものの、「資

産除去債務に関する会計基準」の適用初年度にかかる資産除去債務費用 17百万円および店舗改装等に伴う什器

備品等の不要固定資産の除却損や店舗閉鎖に伴う賃貸契約解約損11百万円、並びに減損損失15百万円の合計44百

万円を特別損失に計上したことにより、税金費用等を差し引いた四半期純損失は 146百万円（前年同四半期は 

59百万円の四半期純損失）となりました。 

（注1）携帯電話およびＰＨＳの累計加入契約者数および純増数は、社団法人電気通信事業者協会のホームページから引用。 

（注2）「エコたん」とは、２次利用で環境にやさしい「エコロジー端末（たんまつ）」、安価で経済的な「エコノミー端末（たん

まつ）」の意味合いを持った造語であり、当社独自の商標であります。 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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当社の事業は、情報通信関連事業の単一セグメントでありますが、業績の状況を事業部門別に記載しております。 

（移動体通信関連事業） 

当第２四半期累計期間における移動体通信関連事業におきましては、スマートフォンやデータ通信カード等に

代表されるモバイル・ブロードバンド端末機器の販売は、各通信事業者による新機種の相次ぐ導入発表等によ

り、消費者の購買意欲は喚起されたものの、これら端末機器の供給は、当社の情報通信ショップにおける消費者

の需要に満たない極端な品薄状態であり、割賦販売制度の普及に伴う端末価格の上昇と買換サイクルの長期化に

伴う販売機会の減少等も加わり、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

このような事業環境の中、当社におきましては、直営店での第二世代移動体通信端末機器からの買換需要の獲

得や、法人・個人に対する二台目需要への対応を強化しつつ、店舗への新たな施策として、情報通信ショップ

「ｅ－ＢｏｏｏＭ」２店舗において、特定の移動体通信事業者による「専門コーナー」を開設する等、各種オプ

ションの取扱いを初めとしたサービス手数料の獲得を図ると共に、従来からの各移動体通信事業者ブランドによ

る「専門ショップ」のみに認められた独自の各種付加サービスの獲得に引き続き注力してまいりました。 

しかしながら、比較的供給の安定した従来タイプの端末機器の販売では、機能面やデザイン面で目新しさが無

く、今秋以降に発売が予定されるスマートフォンを含めた秋冬モデル等への期待感から既存モデルに対する消費

者の買い控えが顕著となったことも加わり、売上高は 2,953百万円（販売台数 44.0千台）と前年同四半期にお

ける売上高 3,320百万円（販売台数 48.2千台）に比べ 367百万円（販売台数 4.2千台減）減少、率にして 

11.1％（販売台数 8.8％減）の減少となりました。 

（固定通信関連事業） 

当第２四半期累計期間における固定通信関連事業におきましては、ＦＴＴＨ等の光ファイバーサービスへの加

入獲得状況は、ＡＤＳＬサービスからの切り替えが一巡しつつあることや、国内景気の低迷に伴う消費マインド

の低下等により、売上高は 5百万円（契約数 276件）と前年同四半期における売上高 13百万円（契約数 873

件）に比べ 7百万円（契約数 597件減）減少し、率にして 58.3％（契約数 68.4％減）の減少となりました。 

また、ＡＤＳＬ付き電話加入権のセット販売につきましては、家電量販店を始めとする取次店およびインター

ネットによるＷＥＢ販売が減少したことにより、売上高は 26百万円（販売回線数 1,907回線）と前年同四半期

における売上高 45百万円（販売回線数 3,199回線）に比べ 18百万円（販売回線数 1,297回線減）減少、率にし

て 41.8％（販売回線数 40.4％減）の減少となりました。 

この結果、固定通信関連事業全体では、売上高 31百万円と前事業年度における売上高 58百万円に比べ 26百

万円、45.6％の減少となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業の内、中古携帯電話機「エコたん」の販売を始めとするリユース事業におきましては、首都圏と

関西圏の情報通信ショップ「ｅ－ＢｏｏｏＭ」の16店舗において、中古携帯電話機の取扱いコーナーを拡充して

まいりました。 

また、大手家電量販店やリユース専門企業との協業を推進する他、新たにフランチャイズ加盟店の募集を行う

等、リユース事業を専門に行う営業部門を強化することにより他企業へのアプローチを積極的に推進すると共

に、中古携帯電話機の確保に関し、新たな仕入元チャネルの開拓や一般法人からの買取り施策の強化を図る等、

安定的な仕入先の開拓に注力してまいりました。 

その他、ＷＥＢサイト「イーブーム.com（http://www.e-booom.com/ecotan/index.html）」や、新たに「エコ

たん.jp（http://www.ecotan.jp/online/）」サイトを新設すると共に、携帯電話を利用したモバイルサイトの

整備等を引き続き実施し、消費者に対する利便性向上と販売チャネルの多様化に努めてまいりました。 

この結果、販売面におきましては、各メディアによる報道も奏功し、フランチャイズ加盟店の募集も比較的順

調に推移したことから、当第２四半期累計期間における中古携帯電話機「エコたん」の売上高は 88百万円（販

売台数 10.3千台）と前年同四半期における売上高 35百万円（販売台数 3.4千台）に比べ 52百万円（販売台数 

6.9千台増）増加、率にして 147.5％（販売台数 202.0％増）の大幅な増加となりました。 

これらの結果、その他の事業全体では、売上高 143百万円と前事業年度における売上高 72百万円に比べ 70百

万円、97.7％の増加となりました。 
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 （２）財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債、純資産等の状況  

（資産） 

当第２四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて267百万円減少し、1,011百万円となりました。

これは主に、現金及び預金が193百万円、売掛金が78百万円、商品が19百万円減少し、未収入金が26百万円増

加したことによるものであります。 

固定資産は前事業年度末に比べて109百万円減少し、757百万円となりました。これは主に、差入保証金が92

百万円、建物が11百万円、工具、器具及び備品が7百万円減少したことによるものであります。 

（負債） 

当第２四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて254百万円減少し、868百万円となりました。こ

れは主に、一年内償還予定の社債が400百万円、買掛金が40百万円減少し、短期借入金が156百万円、預り金が

16百万円、未払消費税等が8百万円増加したことによるものであります。 

固定負債は前事業年度末に比べて23百万円増加し、139百万円となりました。これは主に、資産除去債務が

26百万円、繰延税金負債3百万円、退職給付引当金が3百万円増加し、社債が10百万円減少したことによるもの

であります。 

（純資産） 

当第２四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて146百万円減少し、761百万円となりました。これ

は主に、利益剰余金が146百万円減少したことによるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第２四半期累計期間

末に比べ71百万円減少し、157百万円（前第２四半期累計期間の資金の期末残高は228百万円）となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の営業活動の結果、増加した資金は25百万円（前第２四半期累計期間は52百万円の減

少）となりました。これは主として、税引前四半期純損失139百万円があったものの、うち66百万円が減価償

却費など支出を伴わない損失であり、また、売上債権の減少78百万円、たな卸資産の減少18百万円などによる

収入があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の投資活動の結果、獲得した資金は236百万円（前第２四半期累計期間は16百万円の

増加）となりました。これは、主として、定期預金等の払戻による収入192百万円、差入保証金の回収による

収入が61百万円あり、固定資産の取得による支出が15百万円あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間の財務活動の結果、減少した資金は262百万円（前第２四半期累計期間は64百万円の

減少）となりました。これは主として、社債の償還による支出が410百万円、長期借入金の返済による支出が

８百万円あり、短期借入金の純増額が156百万円あったことによるものであります。 
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（３）業績予想に関する定性的情報 

平成23年４月期通期の業績予想につきましては、平成22年12月８日付け「平成２３年４月期第２四半期累計期

間の業績予想との差異および通期業績予想の修正に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、主力事業である

移動体通信関連事業において、今秋以降、各移動体通信事業者が発売を予定しておりますスマートフォン等、モ

バイル・ブロードバンド端末機器の秋冬モデルの安定した商品供給を前提に、需要の回復が僅かに予測されるも

のの、従来タイプの端末機器の販売を中心とした市場は、依然として厳しい状況が続くものと予測されます。 

当社といたしましては、このような市場環境を鑑み、主力である移動体通信関連事業において、技術の進化と

共に変貌を遂げつつあるスマートフォンやデータ通信カード等、新たなモバイル・ブロードバンド市場への取組

みを強化すると共に、今後の事業の中核を成す中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを始めとしたリユース事業

において、フランチャイズ加盟店の募集を更に強化しつつ、引き続き大手家電量販店やリユース専門企業との協

業を展開し、販路および供給元の拡大と整備に努めてまいります。 

また、平成22年11月５日には、各種通信サービスの加入取次や移動体通信ショップ等の運営等を主な事業内容

とする株式会社光通信（東証第一部・コード：9435）との間において、資本・業務提携、並びに第三者割当増資

の引受けに関する基本契約を締結し、当社が先駆的な役割を担っております中古携帯電話機「エコたん」等のリ

ユース事業分野を始め、強力な営業力を有する同社、並びに同社グループの協力を得ることにより、業績の回復

を図ってまいりますが、通期の業績の見通しにつきましては、売上高において、移動体通信関連事業6.094百万

円、（販売台数89.8千台）、固定通信関連事業64百万円、（販売回線数3.5千回線）、リユースその他事業455百

万円、（34.3千台）と前回予想値7,162百万円に対し548百万円（7.7％）の減少に修正をいたしております。 

また、営業利益、経常利益および当期純利益につきましては、販売スタッフへの教育研修等を含めた販売体制

を強化しつつ、業務の効率化と更なるコストの低減を実施し、収益体質の改善と強化を行なってまいりますが、

営業利益は 12 百万円と前回予想より75百万円減少し、経常利益は1百万円と前回予想比 79 百万円の減少、当

期純利益は △56 百万円と前回予想比 126 百万円の減少に修正をいたしております。 

事業部門別の売上高見通し                                                        単位：百万円  

 販売数量                                                            単位：千台／千回線  

 単位：百万円  

  

  前回予想 修正予想 増 減 増減率（％） 

移 動 体 通 信 関 連 事 業          6,679         6,094           △584        △8.8 

固 定 通 信 関 連 事 業             52            64            12         23.6 

リ ユ ー ス そ の 他 事 業           431          455         24          5.6 

売 上 高 合 計          7,162         6,614        △548        △7.7 

  前回予想 修正予想 増 減 増減率（％） 

移動体通信端末機器            99            89             △9       △9.3 

Ｆ Ｔ Ｔ Ｈ             0             1             1       103.0 

ＡＳＤＬ付き加入権             4              3          △1      △28.4 

中 古 携 帯 電 話 機           32           34           1        5.2 

  前回予想 修正予想 増 減  増減率（％） 

売 上 高           7,162         6,614         △548      △7.7 

営 業 利 益              87            12          △75  －  

経 常 利 益              81             1           △79 －  

当 期 純 利 益              69           △56        △126 －  
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（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当事業年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用し

ております。  

これにより営業損失が 1百万円、経常損失が 1百万円、税引前四半期純損失が 19百万円それぞれ増加してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 28百万円であります。 

   

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社は、平成22年４月期におきまして、売上高 6,949百万円と前事業年度7,665百万円に比べ 716百万円の減

少となると共に、営業損失 89百万円、経常損失 86百万円、当期純損失 108百万円と平成20年４月期より引き続

き損失を計上いたしました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。 

当社といたしましては、当該事象を解消すべく、主力である移動体通信関連事業において、技術の進化と共に

変貌を遂げつつあるスマートフォンやデータ通信カード等、新たなモバイル・ブロードバンド市場への取組みを

強化すると共に、既存の直営店の運営に際しては、今まで以上に店舗別の採算を厳しく判断し、業績改善の見通

しが立て難い店舗については閉店の処置を行う等、経営の抜本的な改革に着手してまいりました。 

また、今後の事業の中核を成す中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを始めとしたリユース事業において、フ

ランチャイズ加盟店の募集を更に強化しつつ、引き続き大手家電量販店やリユース専門企業との協業を展開し、

販路および供給元の拡大と整備を実施していく予定であります。 

なお、平成22年11月５日には、株式会社 光通信（東証第一部・コード：9435）との間において、当社が行う

第三者割当増資の引受け、並びに資本・業務提携に関する基本契約を締結いたしました。 

株式会社 光通信は、本資本・業務提携に関する基本契約の締結時点において、子会社 115社、持分法適用非

連結子会社８社、および持分法適用関連会社 100社により構成され、各事業子会社・関連会社において、中小企

業向けのＯＡ機器販売や、各種通信サービスの加入取次、法人向け移動体通信サービスの提供、並びに携帯電話

ショップの運営等を主な事業内容としております。 

当社では、本提携を行うことにより、当社が先駆的な役割を担っております中古携帯電話機「エコたん」等の

リユース事業分野を始め、強力な営業力を有する同社、並びに同社グループにより、両社に共通する商材と種々

のサービス領域において相互に補完しつつ、合わせて販路の拡大を行うことにより、事業を更に発展させること

について、協力を得ることとなっております。 

当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、主力移動体通信関連事業

と共に、独自商品である中古携帯電話機「エコたん」の取扱いを強化することにより、収益力および財務体質の

改善、並びに経営の安定化に向けた努力を継続してまいります。 

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は、認められないものと判断しております。 

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年10月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 157,449 350,631

売掛金 552,703 631,597

商品 220,557 240,298

貯蔵品 1,359 570

前払費用 38,903 41,226

未収入金 39,991 13,838

その他 341 215

流動資産合計 1,011,307 1,278,378

固定資産   

有形固定資産   

建物 213,054 217,398

減価償却累計額 △115,965 △108,663

建物（純額） 97,089 108,735

工具、器具及び備品 261,460 279,762

減価償却累計額 △218,845 △229,432

工具、器具及び備品（純額） 42,614 50,330

有形固定資産合計 139,703 159,066

無形固定資産   

のれん 1,800 2,400

商標権 548 607

ソフトウエア 14,756 6,927

電話加入権 18,863 18,863

ソフトウエア仮勘定 10,206 12,180

無形固定資産合計 46,174 40,977

投資その他の資産   

出資金 280 367

破産更生債権等 2,471 2,471

長期前払費用 8,243 10,808

差入保証金 562,881 655,119

保険積立金 241 241

貸倒引当金 △2,471 △2,471

投資その他の資産合計 571,646 666,536

固定資産合計 757,525 866,580

繰延資産   

社債発行費 727 1,363

繰延資産合計 727 1,363

資産合計 1,769,560 2,146,322
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年10月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年４月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 437,742 478,643

短期借入金 197,865 41,676

1年内返済予定の長期借入金 － 8,359

1年内償還予定の社債 20,000 420,000

未払金 35,388 27,626

未払費用 57,437 50,194

未払法人税等 6,011 8,876

未払消費税等 8,476 －

前受金 － 14

預り金 84,228 67,821

賞与引当金 14,471 15,725

短期解約返戻引当金 3,906 3,387

その他 3,462 959

流動負債合計 868,990 1,123,283

固定負債   

社債 30,000 40,000

退職給付引当金 9,522 6,054

長期未払金 58,764 58,764

繰延税金負債 3,745 －

資産除去債務 26,353 －

長期預り保証金 10,800 10,800

固定負債合計 139,185 115,619

負債合計 1,008,176 1,238,902

純資産の部   

株主資本   

資本金 594,500 594,500

資本剰余金 264,700 264,700

利益剰余金 △97,816 48,219

株主資本合計 761,383 907,419

純資産合計 761,383 907,419

負債純資産合計 1,769,560 2,146,322
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（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年10月31日) 

売上高 3,452,284 3,129,357

売上原価 2,680,152 2,419,517

売上総利益 772,131 709,840

販売費及び一般管理費 828,871 808,579

営業損失（△） △56,740 △98,738

営業外収益   

受取利息 410 230

営業支援金収入 7,785 3,566

その他 1,864 1,514

営業外収益合計 10,060 5,310

営業外費用   

支払利息 1,602 1,815

社債利息 3,591 1,983

社債発行費償却 1,116 636

支払保証料 1,681 941

その他 189 901

営業外費用合計 8,180 6,277

経常損失（△） △54,860 △99,705

特別利益   

原状回復費等戻入益 － 3,037

賃貸借契約解約損戻入益 － 1,322

貸倒引当金戻入額 70 －

特別利益合計 70 4,359

特別損失   

固定資産除却損 1,891 6,097

減損損失 － 15,101

賃貸借契約解約損 － 5,173

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,819

特別損失合計 1,891 44,191

税引前四半期純損失（△） △56,681 △139,537

法人税、住民税及び事業税 2,956 2,752

法人税等調整額 － 3,745

四半期純損失（△） △59,637 △146,035
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年10月31日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △56,681 △139,537

減価償却費 30,636 25,072

減損損失 － 15,101

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,819

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,732 △1,254

短期解約返戻引当金の増減額（△は減少） 293 519

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,138 3,467

貸倒引当金の増減額（△は減少） △70 －

受取利息及び受取配当金 △410 △230

支払利息及び社債利息 5,193 3,798

固定資産除却損 1,891 6,097

売上債権の増減額（△は増加） 119,104 78,894

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,403 18,951

仕入債務の増減額（△は減少） △162,342 △40,901

その他 20,809 48,071

小計 △45,043 35,869

利息及び配当金の受取額 561 357

利息の支払額 △3,978 △5,342

法人税等の支払額 △4,239 △5,488

営業活動によるキャッシュ・フロー △52,698 25,396

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △192,323 －

定期預金の払戻による収入 192,255 192,493

固定資産の取得による支出 △848 △15,854

資産除去債務の履行に伴う支出額 － △1,588

差入保証金の差入による支出 － △348

差入保証金の回収による収入 18,123 61,163

その他 △1,039 218

投資活動によるキャッシュ・フロー 16,167 236,085

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △20,830 156,189

長期借入金の返済による支出 △33,352 △8,359

社債の償還による支出 △10,000 △410,000

配当金の支払額 △27 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,209 △262,170

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △100,740 △688

現金及び現金同等物の期首残高 329,519 158,137

現金及び現金同等物の四半期末残高 228,778 157,449
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該当事項はありません。  

  

  

当社は、情報通信関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(追加情報) 

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年３

月21日)を適用しております。 

  

  

該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（１）事業部門別売上高の状況  

  

  

区    分 

前期  平成21年10月期 当期  平成22年10月期 

前年同期比 前 第２四半期 累計期間 当 第２四半期 累計期間 

売上高 構成比 売上高 構成比 

(1）移動体通信関連事業 百万円 ％ 百万円 ％ ％

  ① 通 信 機 器 販 売  1,519 44.0  1,469 47.0  △3.3 

  ② 受 取 手 数 料 収 入 1,801 52.2  1,484 47.4  △17.6 

  小 計 3,320 96.2  2,953 94.4  △11.1 

    

(2）固定通信関連事業           

  ① 電 話 加 入 権 販 売 16 0.5  8 0.3  △48.5 

  ② 受 取 手 数 料 収 入 42 1.2  23 0.7  △44.5 

  小 計 58 1.7  31 1.0  △45.6 

    

(3）その他の事業 

  ①中古携帯電話機販売 35 1.0  88 2.8  147.5 

  ②その他の商品売上高 22 0.7  7 0.2  △67.1 

  ③その他の手数料収入 14 0.4  47 1.6  224.6 

  小 計 72 2.1  143 4.6  97.7 

売 上 合 計 3,452 100.0  3,129 100.0  △9.4 

日本テレホン株式会社（9425） 平成23年4月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）

12 ページ


	1-2011-04第２四半期決算短信（非連結）サマリーＰＤＦ
	2-2011-04第２四半期決算短信（非連結）定性的・ＢＳＰＬＣＦ・その他情報ＰＤＦ



